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メディア企業で働く女性のキャリア形成に関する研究（1）
　地方における「女性ジャーナリスト」への予備調査
四方　由美’
はじめに
　本稿は、メディア企業で働く女性の数に関する先行研究の整理と、宮崎県において実施した予備調査
結果のまとめを行い、地方（ローカル・メディア）の調査に有効な視点の考察を行う。地方の「女性ジ
ャーナリスト」1のキャリア形成における課題にアプローチする際の手掛かりとしたいLL。
1．日本のメディア企業における女性の現状
1・1　日本のメディア企業における女性
　日本のメディア企業で働く女性の数が少ないことについては、従来から指摘されてきたが、最初に行
われた大規模な実態調査は、「第4回国連世界女性会議女性とメディア研究日本委員会」による調査（以
下1994年調査）であろう。
　この1994年調査によると、メディア企業における全就業者中の女lkの割合は、新聞社（通信社も含む）
で8．O°／，、放送局で13．4％であった。新聞社では全国紙・ブロック紙で低く、県紙・地方紙や専門・英文
紙でやや高く、発行部数10万部未満の社で20％程度と高め、放送局ではNHKが最も低く、設立年の新
しいラジオ単営局や衛星放送社で比較的高かった。
　また、管理職についてみると、部長級以上の管理職は、新聞社で0．68％、放送局ではO．95％と極めて
少なく、また、女性管理職の割合は、必ずしも全社員中の女性割合の高い会社や機関で多いとは限らな
い。つまり、1994年時点で、新聞社の編集部門での女性割合はようやくlO°／．を超えたものの、女性管理
職の割合は極めて少なかったといえる。
　新聞社を部署・部門別にみてみると、編集部門で比較的女性が多い部署は、ラジオ・テレビ番組欄と
学芸・文化・家庭部記者、また、編集庶務、調査・資料などであるe編集以外の部門では、総務・経理・
管理・サービス部門、次いで、出版・広告・販売・事業部門に女性がやや多く、制作・印刷・発送部門
には極めて少ない。
　放送局では、民放キー局に関しては、アナウンス部門の女性比率が40％を超え、目立って多いが、そ
の圧倒的多数は非管理職で、経験の浅い女性が多用されていることがわかる。次いで、編成・営業・経
理・総務部門、制作・情報部門、報道部門、スポーツ部門、美術部門に女性がIO～20％程度いるものの、
いずれも非管理職が大多数で管理職中の女性比率は数％に過ぎない。NHK（全国）は、編成・営業・経
理・総務部門、制作・情報部門を除き、女性比率は10“／・未満であり、報道部門では4．3％ととくに少な
いことが目立つ。技術部門は、民放・NHKとも女性はほとんどいない。
　民放地方局に関しては、編成部門で女性が31．7％いるほか、アナウンスを含む報道・番組制作部門、
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営業・経理・総務部門にも20％程度ずついるが、いずれも非管理職が多く、管理職中の女性の割合は多
い部門で6％程度である。なお、地方局においては、嘱託・契約・アルバイトの形態で仕事に携わって
いる女性は男性より多く、その人数は正規の女性社員に比べてもかなり多いという結果であった。
　その後、メディア企業で働く女性割合は徐々に増加し、新聞社の記者総数に占める女性の割合は、2007
年で13．8％となった（内閣府『男女共同参画白書平成19年度版』）。また、放送においても、日本民間放
送連盟会員社の全従業員のうち女性の占める割合は21．1％となっている（日本民間放送連盟『日本民間
放送年鑑2008』）。とはいえ、これらの数値はメディア企業に働く人数としてみると多いとは言えず、諸
外国と比較して決して高い比率ではない。マス・メディアの送り手に女性が少ない現状が見て取れる。
1・2　質的調査にみる現状
　こうしたメディア企業で働く女性割合の低さの要因をどのように探ることができるだろうか。その方
法のつは、インタビュー等の質的調査で女性のキャリア形成の現状を明らかにし、女性がメディア企
業で働くことの課題を知ることだと考える。以下、先行調査の一部を整理する。
　前述の1994年調査では、男女の雇用環境にっいて質的調査を行っている。それによると、性別におい
て不均衡な就業状況にもかかわらず、圧倒的多数の新聞社・放送機関が「採用・訓練・昇進・定年など
は男女平等の方針である」と答えている。このことに対し、1984年からの10年間の採用増などをみる
と男女平等の方向への一定の進展はあったとしている。
　しかし一方で、女性には総量規制があったり、管理職登用では格差があることを認める社もあり、運
用の実態において依然男女差別が残っていると結論付けている。加えて、出産・育児・介護休暇等を含
め、制度面では会社による差が大きく、新聞社の方が放送機関より充実しており、女性比率は新聞社よ
り放送機関で高いが、放送機関ではより若い女性に比重が置かれ、女性が長く働くのに適した環境が整
っているとはいいがたいと付記している。
　また、2009年に筆者も含めた研究グループが日本の全国紙・地方紙および放送局8社にインタビュー
調査を実施したlbl。全体的な傾向としては、各社とも産休、育児関連を中心に制度を充実させている傾向
が認められた。数値上はメディア企業の就業人数において男女比の極端なアンバランスが依然続いてい
る現実がある一方で、女性にとって働きやすい環境づくりを進めることは経営側にとって重要な課題と
認識されているようである。産休・育休を充実させて女性の就業定着率を高めたり、一度子育てで休職
した人に再就職の機会を与えたりする工夫をする社もあった。
　このような取り組みもあってか、就業人数は年齢が低くなるほど女性の占める割合が増えており、女
性が働きやすい環境が整うことによりメディア企業で働く女性は増えていく可能性は高い。しかしなが
ら、1980年代から90年代にかけて就職した女性たちの多くが現場責任者クラスにとどまっており経営
方針や企業戦略を決定する場における女性が不在である、管理職への昇進や職務権限拡大への動きが見
えにくい、正社員では男性の方が女性よりも給与体系において優遇されている、雇用形態ではフリーラ
ンス契約に女性が多い、などの脇燗の格差も見られる。正確な実態把握のためには、何歳頃からどの
ような理由で格差が生じているのかを、さらに追跡調査する必要がある。
　他方、新聞社と放送局、全国紙や放送キー局と地方紙や地方局では、制度やその運用のあり方も異な
る。また、女性の働き方は地域的特性との関わりでそれぞれ違いが見られる可能性もある。メディア企
業における女性の現状を探るためには、メディア企業内におけるキャリア形成・地方／地域・女性のラ
12一
白山社会学研究　第18号　2010
イフコースという視点を有した重層的な質的調査が必要であるといえる。
2．ローカル・メディアにおける調査：宮崎県の事例
　2・1　宮崎県における予備調査の概要
　前述のような視点から、ローカル・メディアにおける女性の状況について宮崎県内のメディア企業に
勤務する報道職女性に対して予備調査を行った。調査期間、調査対象、調査方法は次のとおりである。
また、調査結果の概要はく表1＞に整理する。
■調査期間：2010年10月～12月
■調査対象：宮崎県内の新聞社、放送局、出版社に報道職として勤務する女性6人
■調査方法：インタビュー調査
〈表1＞　宮崎県におけるメディア企業で働く女性インタビュー調査結果概要
Aさん Bさん Cさん Dさん Eさん Fさん
年齢 30歳代 40歳代 40歳代 30歳代40歳代 50歳代
職歴 13年 19年 19年 17年 21年 34年
雇用形態 正社員 正社員 正社員 契約社員 正社員 正社員
職格 非管理職 管理職 管理職 非管理職 非管理職 管理職
出身 県内 県内 県内 県内 県外 県内
就職の意思 就職活動 就職活動 大学時代 高校時代 大学時代 就職活動
女性差別を感じたこと X ○ ○ ○ X ○
辞めたいと思った経験 × × X x ? ×
結婚 既婚 未婚 既婚 既婚 既婚 未婚
子ども 有り 無し 有り 無し 無し 無し
介護 一 一 一 一 △ △
サポート体制の有無 一 有り 一 ．：
一”，P．職場 一 ? 　一 一
????
“，“，A
Q．職場以外
　有り
@○　頁’
@○
i実家、夫）
　　　A 　　　’@o
i実家、夫） 一 一
社内OJTへの満足 ? × △ × ? X
地方の視点で報道 △ △ ○ ◎
?
○
　＜表1＞には、調査対象者のプライバシーに配慮して調査概要をまとめた。よって、会社名、職種は
記入していない。「職格」は、課長以上（新聞社では次長以上）を管理職、それ以下の場合は非管理職と
した。「出身」は、宮崎県内の地名は伏せ、県内／県外とした。「就職の意思」は、報道職に就きたいと
考えた年齢（時代）をおおまかに記した。「結婚」および「子ども」は、インタビュー時点での状況を記
した。介護は、「見守るために頻繁に実家に行く」状況を△とした。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－13一
メディア企業で働く女性のキャリア形成に関する研究（1）四方由美
　インタビュー項目は以下の通り。職歴（志望動機、志望時期、バックグラウンド、社内歴、担当歴、
上司との関係など）、家族等（出身、両親、結婚、出産（産休）、子育て（育休）、介護、近所付き合い、
友人関係など）、ジャーナリズムについて（ジャーナリスト、誇りに思う仕事、社内／社外OJT、宮崎の
ジャーナリズムなど）。
　2・2　予備調査から得られる知見：今後の課題
　予備調査から得られた知見の一部をここにまとめ、今後の調査への課題を述べたい。被調査者6人中
5人は宮崎県内出身者で、実家または実家の近くに居住している。とくに子どもを持つ2人は実家のサ
ポートを受けている。女性のキャリア継続において実家のサポートの有無が関わっていると推察される。
子どもがいる場合、夫の協力が不可欠であることもわかる。
　　「女性差別を感じたことがあるか」という質問に対しては、比較的上の世代に「ある」という回答が
多かった。また、回答者が「女ltk差別」と認識するか否かは別として、女性が配属されない部署がある、
夜勤など勤務形態が男性と違うといった、職務上の異なる扱いについての状況が明らかになった。これ
は、管理脚澄用や管理職就任後の意識に影響すると考えられるので、こうした項目とキャリア形成との
関連に着目して今後分析を行いたい。
　社内のOJTに満足していないという回答が多く、それは社外に対しても同様であった。これは、性別
によるものなのか、日本のメディア企業全体のものなのか、または両側面が存在するのか見極めたうえ
で分析する必要がある。日本ではジャーナリズムプロフェッショゾが機能しておらず、ジャーナリスト
のスキルアップは、もっぱら会社単位のOJTでまかなわれている。ローカル・メディアにおいて自社で
広範囲のOJTを行うことは難しく、ハンディキャップを負っている。このことはキャリア形成とも深く
関わると考える。
　年齢が高い被調査者ほど、地域メディアとして地域の問題を伝えたり、地域に役立つ情報を受け手に
届けることを仕事の機軸に置く傾向が見られた。この傾向は、コーホートおよび加齢と関わるかもしれ
ない。また、メディアの種類に関連がある可能性もある。例えば、ローカル民放局に対してローカルニ
ュース番組の強化を求める声は大きかったものの、m一カルニュースを含む地域情報番組枠の拡充が大
きな流れになるにはいたらなかったが、地域メディアを担うという自負を持って仕事に取り組む者も多
い。仕事への動機付けや仕事を「辞めたいと思った経験」の有無と合わせて、キャリア継続と関わる事
柄として分析する必要があると考える。
　また、宮崎県内のメディア企業では、一部の会社を除き、女性の総合職採用は男女雇用機会均等法施
行後数年を経て1990年頃から始まっており、40歳代前半が女性社員の最年長者である。本調査の被調
査者では、Fさんを除いては職歴20年前後の人が社内では女性最年長の立場である。企業内の年齢構成
とキャリア形成との関わりを考慮する必要もある．
　予備調査から得られた知見は、日本のメディア企業の構造と女性のキャリア形成に関わる問題として
考察できるだけでなく、地域メディアの特徴と地方における働く女性の状況としてみることができるV。
「メディアで働く女性」のキャリア形成に関する研究に地方／地域の視点を加えることは、より重層的
に考察する手がかりとなる。その際、地方／地域に共通する“般化できる特徴であるのか、宮崎県特有
の特徴であるのかについても慎重に検討する必要があるW°。
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3、女性の送り手とメディア内容に関する議論
3・1　女性の描かれ方の背景
　ここで、メディア企業で働く女性が少ないことがメディア内容に及ぼす影響、女性が増えることによ
り変化する可能性に関する議論をまとめておきたい。
　マス・メディアの送り手に女1生が少ないこと、とくに決定権のある立場の女性の不在は、女性を画一
的に描くことを助長するという見方がある。例えば、田中と諸橋（1996）は、新聞報道における女性につ
いての差別的な表現や価値観をまとめている。田中と諸橋は、紙上には女性を男性と区別することばや
表現が溢れていると指摘する。具体的には、①女性強調、②女性隠し、③女性に対するダブルスタンダ
ード使用、である。
　①の女性強調は、新聞が無意識のうちに想定している人間が男性だからとされる。そのため、女性を
表そうとするときは「女」「女性」「女子」などの冠詞が必要になってくる。「宇宙飛行士」でも、男性の場合
は何の冠詞も付かないのに対して、女性になると「女性宇宙飛行士」という風になる。冠詞だけでなく、
女性にしか使わない「保母」「OL」などの言葉が使われることもあるVii。
　②女性隠しとは、主体としての女1生を隠蔽する表現である。「「女性隠し」とは、紙面上で存在や役割
を無視されたり、後方にしりぞけられたりする表現方法であるVtlt」。その代表的なものは、事件等が起き
た時に名前が報道される場合、「会社員○○さん（男性）方で…」や「公務員○○さん（男性）の妻口口さんが
事件に巻き込まれた」など、男性が・一家の代表として報道されたり、事件の当事者が女性であった場合で
も個人としてではなく、夫との関係または父親との関係で報道されたりする。家族や事象を代表するの
は男性という認識が無意識のうちに強化されるといえる。
　③女性に対するダブルスタンダード使用とは、女性に対してのみ、妻として母としての役割を強調す
るような表現が盛り込まれることである。例えば、企業家へのインタビュー記事において、女性の場合
は、「得意料理」「母親としての顔」など不必要な情報に言及されることが多い。
　こうした特徴はジャーナリズム全般に見られると小玉（1991、2009）は指摘する。小玉は、ジャーナ
リズムにおいて女性は「人類の亜種llとして扱われているとし、報道のあらゆる場面で男性と異なった
扱いを受けていると指摘する。それは「主流の人々」中心の文化や価値観にのっとってジャーナリズム
が構成されているからだとする。
3・2　女性の送り手の増加による変化
　先に見たように、少ないとはいえメディア企業で働く女性の数は近年増加傾向にある。例えば、新聞
社ではデスク以上の職務に就く女性も登場し、送り手女性たちは個々に、時には連携しながら女性報道
の改善を模索してきた。
　2005年10月に行われた北京』AC＋10では、女性記者たちの取り組みが具体的事例を紹介する形で報
告された（四方2006）。「女○○」「女性○○」「美人○○」など女性や女性の容姿を強調する表現や、「ご
主人」「女房役」など性そ賠1を強調する表現を不必要に使わない配慮をしていること、当初「桶川女子大
生殺人事件（1999年）」と呼ばれていた事件を「桶川ストーカー殺人事件」に変更したこと、「女性医師
を逮捕」ではなく「主治医を逮捕」と言い換えたことなど、性別を強調するカテゴリー表現への配慮が
報告された。こうした取り組みやその情報の共有は、女性の視点からの情報発信を促進させるだけでな
く、複眼的な視点からの発信にもつながる。
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　地方においても、九州の地方紙の女性記者がネットワーク「九州女lk記者の会」を結成し、報道の在
り方について意見交換を行うなどの活動を行っている。宮崎日日新聞社の女性記者らもこれに参加して
いる。報道する側からの問い直しによって、報道が変化する契機となるといえよう。これらの動向は、
報道織女性が女性報道を変革する例として注目したい。
　一方、女性の描かれ方がどのようになれば「良い」または「悪い」のかという議論がある。女性の画
一的描写は、描かれ方それ自体が性差別であるだけでなくその女性像が及ぼす影響も大きいという見方
がある一方で、フェミニストにとって「良い」内容が必ずしもf中立」（＝良い）内容であるとは限らな
いからであるfX。また、前述のような例はあるものの、報道職女性が増えることにより女性報道の内容が
変化すると断言することはできない。性別に関わらずメディア内部の規範を内面化した者だけがキャリ
アを継続できると考えられるからである。
他方で、林（2011）が指摘するようにx、マス・メディアで伝えられるテーマ自体が従来「オンナ・コ
ドモ」を排除した領域で選ばれてきたことを考えれば、メディア企業で働く女性、とくに報道専門職に
携わり決定権を持っ女性が増えることが、メディア内容の変化に影響を与える可能性は排除できない。
2011年3月に起こった東日本大震災報道では、「災害と女性」に関する情報が少ない上、現地における
女性に対する暴力がfデマ」として扱われるなど、「オンナ・コドモ」にとって十分な情報が伝えられて
いるとは言い難い状況であるが、この現状についての「女性ジャーナリスト」たちの考えをインタビュ
ー項目に追加するなどして、質的変化についても探求していきたい。
おわりに
　本稿は、メディア企業で働く女性に関する先行研究の整理と宮崎県における予備調査結果のまとめを
行い、地方（U一カル・メディア）の調査に有効な視点の考察を行った。本稿において指摘した点を「女
性ジャーナリスト」が抱える問題にアプローチする手掛かりとして、今後の調査において追証したい。
＜注＞
1日本においてジャーナリストとは何かについて共有されておらず、筆者が行ったインタビューにおい
　ても、日本のメディア企業で働く報道職に就く者で自分がジャーナリストであると認識している者
　は極めて少ない。よって、本稿では、メディア企業で働く報道職女性を便宜上の分類項として「女
　性ジャーナリスト」として用いる。
“本稿は、平成22年度財団法人宮崎学術振興財団より助成金を受け行った研究「「メディアで働く女
　性」のキャリア形成に関する研究　宮崎における女性ジャーナリストが抱える課題」の一部をまと
　めたものである。
iiiメディアにおける女性の地位日本委員会は、2009年に国際NGOであるIWMF（国際女性メディア
　財団）の要請を受け、世界66ヶ国参加による「メディアにおける女性の地位国際調査」に協力し、
　首都圏・地方の放送局4社、新聞社4社を対象に会社幹部にnングインタビューを実施b
sv ﾊ府（2006）は、アメリカのジャーナリズム大学院の職能教育を視察し、大学院における職能教育
　が個人のキャリア形成だけでなくジャーナリズム全体の底上げと改善にも機能を果たしている現状
　をジャーナリズムプロフェッション論としてまとめている。
v日本において女性のキャリア形成が難しいのはメディア企業だけではない。日本はGEMやGGGI
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　の順位も低く2009年に国連の女性差別撤廃委員会から勧告を受けていることからも明らかなように、
　あらゆる分野において女1生の社会進出に障害がある（竹信2010）。産業構造全体から考察する必要が
　ある。
w宮崎県の男女共同参画の状況については四方（2008）にまとめた。宮崎県固有の状況について考慮
　しながらの分析が必要である。
va】 ｻ在は「保育士」のように少しずつ女性特有の呼び方をやめている。他にも、「看護士」のように考慮
　されるようになってきた。
viiic中和子・諸橋泰樹「新聞は女性をどう表現しているか」『ジェンダーから見た新聞のうら・おもて』
　現代書館1996P42より。
Ix ｱの議論については四方（2004）に詳しくまとめた。いわゆる社会的「中立」であることが「ジェ
　ンダー中立」ではないことも指摘した。
x林（2011）は、女性や子どもなどマイノリティの視点がマス・メディアの議題から排除されてきた
　とこを指摘し、マス・メディア企業に女性が増えてきたことによりこの点か解消される可能性を示
　す。また、これらの視点を包括するマス・メディアを「ケアの倫理」と表現する。
　〈引用・参考〉
黒田勇編2005『送り手のメディアリテラシー　地域からみた放送の現在』世界思想社
小玉美意子1991『新訂版　ジャーナリズムの女性観』学文社
小玉美意子2009「放送文化とジェンダー」『国際ジェンダー学会誌』第7号9－26頁
四方由美2004「ジェンダーとメディア研究におけるメッセージ分析」『マス・コミュニケーション研究』
　第64号87－103頁
四方由美2006「メディアにおける男女共同参画の推進～ジェンダーとコミュニケーションネソトワー
　ク～3『北京』AC第10回全国シンポジウム　北京＋10～女性の人権の確立と脱軍事化・脱暴力～　報
　告書』106－108頁
四方由美2008「男女共同参画の実現　ジェンダー・イコール（ジェンダー平等）を目指して」『未来へ
　の提言　10年後の宮崎を展望する』鉱脈社35－53頁
田中和子・諸橋泰樹1996「新聞は女性をどう表現しているか」『ジェンダーから見た新聞のうら・おもて』
　現代書館38－80頁
日本女性放送者懇談会編2011『放送ウーマン　厳しくて面白いこの世界』ドメス出版
竹信三恵子2010『女性を活用する国、しない国』岩波ブックレソトNo．791
林香里2011『〈オンナ・コドモ〉のジャーナリズム　ケアの倫理とともに』岩波書店
別府美奈子2006『ジャーナリズムの起測世界思想社
矢澤澄子・岡村清子編2009『女性とライフキャリア』勤草書房
渡邊三枝子・永井裕久2009『女性プロフェッショナルから学ぶキャリア形成』ナカニシヤ出版
一17一
